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書評
岸本英太郎編『労働経済論入門J
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労働経済論は，・日本では大変新しい学問分野であり，今までにこのテーマでまとめられ
た書物も数がいたって少い。もちろん労働経済論に属する個々の分野，たとえば賃金，労
働組合，労働市場などについてはそれぞれ研究も進展し，学問的蓄積もかなりのものであ
るが，それを一定の方法論と理論的分析視点にもとずいて綜合した研究が少いのである。
『労働経済論入門」は，個々の分野における理論的成果をふまえて，体系的で論理的に
首尾一貫した労働経済論を確立しようとするこころみとして我が国最初のものといってよ
い。執筆者は，岸本英太郎，小川登，吉村励，前川嘉一，西岡孝男，小林英夫，赤岡功の
7名であるが，それぞれの執筆者が岸本理論にもとずいて論旨を展開しているから，全体
は見事に統一されている。
そこでまず本書の構成をみておこう。序章は， 「労働経済論の対象と方法」 と題され，
労働経済論の基本的な問題点が解明される。ついで第1章「賃労働の理論」第2章「労働．
市場と賃金」第3章「労働組合と労使関係」第4章「日本の賃金と労働組合」とつづき，
最後に補論としてアメリカ労働経済学の系譜と主要文献についての解説がつけられてい
る。このようにおよそ労働経済論にとって解明さるべき主要な問題が網羅されているとい
ってよいが， しかし「労働市場と賃金」の章において賃金構造論が欠けているのは残念で
あった。また同章において「労働の社会的格付けと職務評価」の比重が大きすぎるのも若
干気になる。むしろ賃金形態論を前面におき，その一環としてとりあげた方が良かったの
ではないであろうか。
さて序章においては，労働経済論とは賃労働を対象とする政治経済論であると定義され，
具体的には「労働力の流通過程一労働市場と労働力の市場価格，労働力の消費過程一価値
増殖過程としての労働過程一労働諸条件（労働様式・労働内容・労働時間・作業環境な
ど）と後払いされる賃金としての「労働の価格」， その形態と体系と水準， 労働力の生産
過程一労働者の消費生活と熟練や技能や知識の育成過程，/その内容と形態，これらの諸過
程を貫く資本制的蓄積法則一窮乏化法則と労資対抗発展の内容と形態一労務管理と労働組
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合（その機能と組織），労使関係， 国家の社会政策をふくむ労働政策を対象とするもの」
だとされる。
ついで労働経済論の方法を論ずるにあたって著者（この部分は岸本氏）は，賃労働分析
と社会政策論との関連を問題にされる。すなわち賃労働の経済学的分析は，社会政策論争
の過程で社会政策論のなかでまず着手されたのであったが，一部の学者はこの意義を完全
に看過したというのである。私も筆者と同様に社会政策論争が我が国の労働問題研究に果
した大きな役割を認めるものであるが，社会政策論争でとりあげられた賃労働の理論はき
わめて単純な内容のものであったことは否定できないと思う。賃労働論の深化は，社会政
策論からはなれたところで行なわれたのであった。いいかえれば一部の学者の社会政策論
争の否定論は，このような理論の単純さに対する反発によるものではなかったであろう
か。
著者は，資本論における賃労働論が，「平均労働者」を前提としたものにすぎないから，
それをさらに具体化する必要があり， 「労働の質一簡単・複雑度と結合した具体的有用労
働の契機を入れて，現実の労働市場に1歩接近した諸労働市場の概念，ひいて労働力の市
場価格一般の理論を構成することができる」とされるのである。いいかえれば資本論にお
ける一般的な賃労働論からさらに上向の道を辿って具体的な概念を明らかにする賃労働の
特殊理論が，労働経済論の内容であるとされるのである。・いうまでもなくこのような見解
は，労働経済論の正しい方法論を提示したものといってよいであろう。
そこでこのような上向の道がいかに辿られているかを第1章「賃労働の理論」を通じて
明らかにしなければならない。この章では，まず資本主義経済の3大法則（価値法則，相
対的過剰人口創出の法則，平均利潤の法則）と賃労働の関係が明らかにされ，とくに平均
利潤の法則が労働市場の形成を考察するに際して重要な位置を占めると述べられている。
この指摘はきわめて重要である。
ついで労働力の価値規定とその特殊性が明らかにされ，労働力の価格が価値と乖離する
ことが強調される。すなわち「価値法則ー資本制蓄積一平均利潤の法則へと前者を包含し
て次第に具体化された資本の運動は，労働力商品については価値と価格を乖離させるもの
として作用する」というのであり， また労働力の価格の価値以下への低下は， 「資本の利
澗率均等化の運動，すなわち平均利潤の法則の裏側として形成される労働力商品における
「1物1価の法則」が，賃金の低位平準化として現実化するのである」と主張する。
このような見解をみちびき出す前提はいうまでもなく窮乏化法則である。すなわち資本
蓄積にともなう資本の有機的構成の高度化にともなう可変資本の相対的縮少，相対的過剰
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人口の創出が，労働力の価格を価値以下にきり下げ，賃金労働諸条件が労働者の社会的再
生産を保障しえないレベルになるというのである。著者にとっては，窮乏化法則こそがす
べてであり，他の諸法則なかんずく労働力の価値法則は，資本主義社会においてなんら意
味をもたないかのごとくである。
このような批判に対して著者はつぎのような反論を用意する。すなわち好況期には労働
需要が増大して賃金が高くなるから，産業循環のーサイグルの中では，労働力の価値と価
格は一致するという見解に対しては，賃金が高くなるのは産業循環の一局面としての好況
期のみであり，恐慌期や不況期はいうまでもなく，中位の活況期にも失業者は存在するか
ら，産業循環の一巡を通じて価格と価値が一致する保障はありえないと述べている。
しかしこの反論は必ずしも説得的であるとはいえない。なぜならばたとえ産業循環の中
で期間が短いにせよ好況期に労働力の価格が価値を上まわることがあるとしたならば，著
者のように窮乏化法則を全面化し，絶対化することは許されないからである。問題は，窮
乏化法則と労働力の価値法則の構造的関連を解明することにあり，どちらの法則がどちら
の法則に対して優位性を占めるということではないからである。どちらの法則もともに抽
象的な法則であるかぎり，それは必ずしも全面的で支配的な法則とはなりえないからであ
る。抽象的な窮乏化法則をあたかも現実に絶対貫徹する法則であるかのように拡大し，賃
労働論の基底にすえたところに大きな問題があるように思われる。
賃労働論の具体化にあたって著者がとりあげるのは「労働力の階層的構造」である。そ
れは「2つの意味での具体的有用労働の質的ちがい（『具体的労働の異種性または多様性1
および「特定の具体的労働そのものの技能性の高低， つまり異質的」）が， 具体的な『労
働力の階層的構造』を形づくる」という内容をもっている。ここで労働力の価値の階層的
構造ではなく，労働力の階層的構造をとりあげている理論的意味は必ずしも明確ではな
い。かりに労働力の階層的構造をとりあげることになんらかの意味があるとしても，その
階層を区分するのは，具体的有用労働なのか複雑度，熟練度といった抽象的人間労働なの
か，これまた明らかでない。もし階層を区分するものが両者であるとしたならば，それは
まさに混乱した内容のものにならざるをえない。階層を区分する基準は，複雑度と熟練度
以外にはありえないといってよいであろう。
第2章「労働市場と賃金」においては，まず労働市場の一般理論がとりあげられている
が，その場合理論的に最も問題なのは労働市場区分の基準を何に求めるかという点であ
る。著者は労働市場区分の基準は，具体的有用労働であるという。すなわち「労働市場
は，織物業とか石炭業とかいう資本の同一生産部面＝業種の範囲に照応した職種別（職業
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別）労働市場として自然発生的には形成されざるをえない。 このことは， 「労働市場の区
分の基準は，具体的有用労働か価値形成力か』という論争に対して，基底的な基準が具体
的有用性にあることを示している」というのである。
このような見解は，第1に具体的有用労働といった抽象的な規定をもってかなり具体的
な範疇である労働市場の区分の基準としている点に問題がある。労働市場が歴史的にみて
職種別労働市場から形成されたということをその論拠の一つにしているようであるが， し
かし特定の職種＝（イコール）具体的有用労働では決してない。同一の職種であっても具体
的有用労働は多様に存在する t 。 ことえば同じタイビストであっても，タイプライティング
のみする者と，お茶くみを兼ねる者とでは具体的有用労働が異るのである。したがっても
し具体的有用労働を労働市場区分の基準と考えるならば，それこそ無数の労働市場を想定
しなければならないであろう。
第2に，資本主義の発展にともなって賃金は職種別の標準賃金率から産業別の熟練度別
賃率に移行しつつある。西ドイツやフランスの場合がその典型である。このような賃金標
準化の形態の変化は，労働市場が職種別労働市場から産業別熟練度別労働市場に移行しつ
つあることを背景としている。いいかえれば労働市場は，産業別に熟練労働市場，半熟練
労働市場，不熟練労働市場といった具合に，それぞれ熟練度別の単一市場を形成する傾向
が顕著になりつつあると考えなければならない。このようにみれば，労働市場区分の基準
は第一次的には熟練度および複雑度（総じて言えば労働力の質）であることが明らかにな
る。職種あるいは職務のちがいは，労働市場を区分すぢ副次的な基準だといってよい。
第3に，以上のように把握しなければ，労働の代替性の増大にともなう労働市場の単一
＇化法則を正しく位置ずけることが困難になる。かりに技術の発展にともなって労働の代替
性が完全に進展したと仮定しよう。その場合に労働市場区分の基準になるのは，労働力の
質以外にありえないではないか。いやこういう極端な仮定をしないまでも，現在において
は不熟練労働市場や半熟練労働市場においてはすでにかなりの単一化がすすんでいる。こ
のような不熟練労働市場や半熟練労働市場において，具体的有用労働は労働市場区分の基
準としては全く意味をもたないのである。
著者はつぎに労働市場と賃金運動との関連をとりあげるが，その場合重要な理論的媒介
項となるのは，労働力の市場価値である。すなわち言う。 「市場価値論では，同一商品の
生産条件， したがって個別価値に上位・中位・下位（優良• 平均・劣位）の 3群があると
して論を進める。だから「労働力の市場価値論」は，一般商品についての市場価値論を，
労働力という商品に擬制＝適用したものである。賃金が労働市場において成立する労働力
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商品の市場価格である以上，各種労働カグループについて，その価格を直接に規定してい
るのが当該労働カグル_プの市場価値にほかならないわけである。そして，当該労働市場
に登場する個別的生産費（個別価値）の異なる労働者の構成いかんによって1つの労働力
の市場価値が形成される」。 ところが産業予備軍の存在は，供給過剰として強力な圧力と
なるので「ここでは，労働力商品の市場は『資本にとって最良の条件下』 （したがって，
労働者にとって最悪の条件下）で生産される労働力商品の個別価値（低供給価格）によっ
て決るという限界原理がはたらく。限界原理というものは，そもそも供給量の多少を問わ
ず限界個別価値によって市場価値一価格が規制されるという質的なことを意味するもので
ある」。
前にものぺたように著者にとっては窮乏化法則がいわば絶対的な法則であるから，著者
にとって労働力の市場価値論とは，限界個別価値によって市場価値一価格が規制されると
いう以外の何物でもない。もしそうだとしたならば，たとえば同一労働市場に多数の男子
と少数の女子とが存在した場合，著者の理論にしたがえば，多数の男子の賃金は女子の賃
金に規制されることになる。いうまでもなく女子の労働力の価値は家族の扶養費を含まな
いから，その労働市場において男子は結婚することもできなければ，子供を養うこともで
きないということにならざるをえない。‘しかしそのようなことは到底起こりえない。
もともと労働力の市場価値という概念は成立たないものであった。なぜならit一般商品
の場合は，同一市場において生産条件の異った諸商品の個別的価値からいかにして市場価
値が成立するかということを明らかにする必要があったが，労働力の場合労働の生産性と
いった生産条件のちがいを問題にすることができないからである。
著者はつぎに労働の社会的格付けと職務評価の問題をとりあげる。ここでの重要な論点
は，労働の社会的格付けが，労働の個別企業的，私的格付けと対立する概念だとされてい
ることである。前者は，公的機関による熟練の社会的認定を基礎として行なわれるもので
あり，後者は個別企業の労務管理の体系の中で特別利潤産出のための貢献度を基準として
再評価するものと考えられている。両者が根拠を異にしたものであることはいうまでもな・
いが，しかし果して対立した概念とまで言いきれるかどうかは疑問である・。なぜならば欧
米の職務評価の実情をみると，本書においても西ドイツの例があげられてしヽるように，企
業における職務評価は，結局のところ労働の社会的格付けに従属しているからである。
このような観点からすれば，職務評価は企業に対する貢献度を基準としたものであると
いう通説的な考え方は，やや極端にすぎると思われる。なるほど評価は全体として主観的
な性格をもち，そのかぎりで企業の恣意的判断の介入する余地を残すが，だからといって
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労働の社会的評価を否定するような結果をみちびき出すことは困難である。著者は職務評
価が「熟練と作業環境という客観的要因と責任，努力という主観的要因とが結合して合成
されている」というが，このような分け方は納得的でない。欧米において責任要素は，人
的責任と物的責任とに分けられ， それぞれ客観的指標によって把握されようとしている
し，努力とは結局のところ労働強度にほかならないから，これまた熟練と同様ある程度客
観的にとらえられるからである。
以上のことをあえて指摘するのは，職務給あるいは職務評価の評価に関連するからであ
る。我が国のように労働の社会的格つけの慣行の確立していない条件のもとでは，職務給
や職務評価は，賃金近代化を促進するものとしての一定の役割を認めなければならない。
このことは著者の評価する松下電機の仕事別賃金の確立に際して職務評価が用いられたこ
とによっても明らかであろう。
第3章「労働組合と労使関係」は非常によくまとまった部分であると同時に重要な理論
的諸問題に対して正しい解説がつけられ，とくに論評する点はみあたらない。
問題は第4章「日本の賃金と労働組合」である。本章ではまず我が国労働市場の特質が
企業ごとに分断されているという点にあることが指摘される。分断といっても，大企業と
中小企業の労働市場の分断，さらには大企業の労働市場の封鎖性などの構造的問題がある
のだが，その問題には言及されていない。しかしこのことにふれないかぎり，我が国の特
殊な規模別賃金格差は解明されない。
それでは年功賃金の成立根拠はどのように説明されているか。賃金決定の基礎をなすの
は新規学卒の単身者賃金としての初任給であり，新規学卒の労働市場である単身者労働市
場は「第1次世界大戦後の不況下，労働移動が激減する条件のなかで，資本による労働組
合の排除・否定，横断的労働市場の否定・分断の上に成立したものであり，大企業による
労働力需要独占の結果として大企業によって創出されたものなのである」とされている。
そして年功賃金は，低い単身者賃金を基礎として，養成工制度，昇給制度，退職金制度，
福利施設などの労務管理を通じて形成確立されたとするのである。
著者にとって賃金は，労働力の市場価格だったはずである。だとするならば我が国にお
ける労働力の市場価格の特殊な形態である年功賃金は，我が国労働市場の特殊な構造から
解明されねばなるまい。労働力の市場価格として決定されるのは，単身者賃金としての初
任給だけであり，あとは労務管理によって年功賃金が形成されたというのでは，経済学的
な説明としては不十分のように思われる。我が国の労働市場の基本的特質は，大企業も中
小企業も新規学卒労働力が依存していることにある。したがって新規学卒労働市場は大企
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業が創出したとするのは必ずしも正確ではない。労働力過剰のもとで年々大量に新規学卒
が供給されてきたことが，このような労働市場の基本的特質をうち出す条件であった。そ
してこのように新規学卒に依存することが可能であったからこそ，生涯雇用的労務管理を
通じて労働市場を企業別に分断することができたと考えなければならない。年功賃金は，
こうした特質をもった労働市場において形成された特殊な労働力の市場価格だったのであ
る。
この点をとくに指摘する所以は，労働力の構造的特質が変化しないかぎり，賃金の標準
化や労働の社会的格つけは不可能だということを言いたかったからである。著者の主張
は，ともすればこのような我が国労働市場の構造的特質を忘れ，賃金標準化を性急に求め
るかのごとくである。あるいは労働組合の賃金標準化の政策によって我が国労働市場の特
質が克服されうるかのような考えをもって・いるかのようにも思われる。このことは著者が
我が国の労働市場の特質を単に分断的性格においてのみとらえていることと無関係では
ない。しかし労働力過剰の条件のもとにおける新規学卒依存は，労働組合の賃金政策によ
っても克服することのできない物的条件であり， したがって賃金標準化は，我が国の資本
主義の発展にともなう労働市場の構造変化をまたなければならないのである。
以上私が異論をもっている問題点をぬき出して無遠慮な論評を加えてきたが，いうまで
もなくこれらの問題点が存在することは，本書の価値をいささかもきずつけるものではな
く，むしろ学界に対する重要な問題提起を行なったもあとして積極的に評価しなければな
らない。また紙数の関係でふれることができなかったが，本書には「年功賃金の形成と労
働組合」「アメリカ労働経済学の系譜」などきわめてすぐれた論稿があることを付記して
おきたい。とくに「アメリカ労働経済学の系譜」でとりくまれているような課題は，我が
国の学界にとってとくに重要だと思われる。なぜならば欧米の学者によって資本論以後の
複雑な労働問題の事実が把握されており，それらの諸事実を余すところなく吸収すること
は，我が国における労働問題研究を大きく発展させるにちがいないからである。
（有斐閣，昭和44年5月刊， B6判， 362ペー ジ， 630円）
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